
固定資産税評価額の見直しfE主
北上市ルールと総務省ルール

市|ま平成21年建築分以降.総務省ルールのとおり再建茉

資課点欺別区分に従つて評価額計算を行つてい議す.しか

し.20年建築分までは再建築資評点数の違いによらずに.

一つの評点欺区分(専用

`主

宅の場合は別表知 のO)を一

律に適用する北上市ルールによつて計算していました。

このため.計算上24年度以降.評点詢 に分適用の総務

省ルールと一律適用の北上市ルールのこつのルールが併存

している状況でしたが.本年度からはすべての家屋を総務

省ルールにより計算しています.さらに.地方i貫法に基づ

き平成2,年度までの4年度分について.さかのぼつて見直

し再計算を行いました.

下記の計算例では.平成30年度課税において評価頷は

655.378円 .税額は8.38:円下がっています.

今回.総務省ルールを地方税法に基づき平成2'年度課税

分にさかのぼつて適用し.2,年度から令和 2年度誅での既

納分を誤賦課として取り扱うこととしました.

総務省ルールで再計算した税額との差額は.徴収または

還付しま|.ユ墓董1」」1星ユ旦コ基
=に

型菫國塁蜃ヨ彗を
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⊇螢ユ去彗ふ また.対像者が死亡して

いるなど別途調査が必要となる場合は.11-12月 の発送と

なる場合があります.なお.減額対象者に未納の市税があ

る場合.還付金は地方税法に基づき.未綺分への充当が優

先されます.

1国 人情報麟 点から.個別の輌 額などについて電

話での問い合わせにはお笞えすることかできませんのでご

了承ください。

これまでの経緯

平成3年の三市町村合併時の申し合わせのとおt,23年

まで運用していた市のP価額計算方法(北上市ルール)が .

総務省が示い 価頷計算方法(総務省ルール)と一部不適

合があったた● 2豊
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二1じ壺省」[=」 L=i直日上Eix立 しました.

その結果.2Ⅲ度以峰.家屋の建築された時期によって.

北上市ルールと総務省ルールが,●する状況となりました.

そして杢
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|二おい■ _整務省ルニル●垣用

聾国二型笙』2`:前2塁塞
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経年減点補正率とは

経年減点掲正率とは.家屋の建築後の年数の経過によつ

て,じる損ちの状況にょる減価を設したものです.

家屋の種類ごとに固定資|‐価●準:|1表 第9に 基づさ.

1,m当 たりの再建築費評点数によって蒟用される区分が

ヽまつます.専用住宅の場合.下表|=テ」とおりC‐ ●の

4区 ,)|[分 かれています.経年減占補正■|ま年数の経過に

ょり次第に■下し.評点数の高いものは〔｀までの期間が

長く.平点数の低いものは期帥 1短 くなります.補正率が

最低の02]|こ達するまでの期間は ,||え |`手点数が:0.000

どの場合は区分●が適用され20年 .,0.00はの場合は区分

0で 25年 .l:0.001もの場合は区分●で35年 となりよ0.

平成20年以前に建てられた木造家屋の

固定資産税評価額の見直し
功朦 著緞 ′1月 8日制まで,ご適知 します‐

このた0●が見直しを行つた.=成 20年以前に■てられた本●家屋の出走資E税額算出|「

係る評価頼計算方なについて.詳椰をお

“

らせします.

日間い合わせ 資ご椒 資に調査室6`4-211](内 線]1,,3]`0)

平成i5■|[建築された専用住宅の■成]0年度評価額

::1算のオ長涎となる各種響輩】

(ハ )lm当たり再建築費評点数:80.0,0点

(C預雪寒馳 補正宰,0,7

(D)1点単価:0,4

([)床面積■20m

t見直し前〈北上市ルール)の計算例1

に年減点補正率(3)は .区分Oの経,[年数15年により,』 8

(A):0.110メ (B)0.43× (C)077× (D)0,4× ([)120
‐2.9:7.:46円

I見直し後(総務省ルール)の計算例】

経年減点補正■(3)は .区分●の経過年数]も年により⊆ヽ

(A,30.000× (3)Q」」×(C)0',X(D)0.,4× (E)120
‐2.431.%8円

見直しの前後で.

評価額|よ55.878円減額

税頷|,0.338円 減額(00年度の日定資産税率,15%)

平成24年度～28年度課税分の取 り扱 しヽ

地方悦法を適用できる期間を超える平成23年度以前の課

税分の取り扱いにつt.て は.24F直 .・税分までさかのばつ

て見直す必要があるt,の と判断しました.これは24年に電

算システムの■・ `ケ行つた際の技●的問題から.同年の是

正内容|[謀聰があつたことが台定できないためです.

新た|[制定する●■金要桐|こ基づさ.■計算の結果.税

IFわ 減ヽ少する場合は柄項全として支払うこととしていま].

対象者には令和4年 10月 を目途|、 通知する予定です.

平成23年度以前課
‐
i羹分の取 り扱 tヽ

総務省ルール適用前の平成23年度以前の屁納分について

は.■賦課として取り扱うことの■当社,法 道合性の確

.1か得られないこともあつて.意い 。分かれるところです.

市としては.課■ 収納データが保存されている13年度

から23年度までの11カ 年分は.前述の特填今要綱により.

北上市ルールと総務省ルールの差額を支11い できるのでは

ないかとのギ噺 の下.市議会にこの方針を提案していると

_ろ です.

既納分の税額の取り扱い

■従前の課税年度ごとの評価額計算に係る適用ルール

家星が建築された時期

H20年以詢 H21年以降

課

税
年
度

H24～ R2年度 北上市ルール 錫

`ル
ール ※|

R3年度～ 総務省ルール Xi 総務省ルール

見直し再計算の内容

家屋評価額の計算方法

木造家屋の評価額は.総t務省が示す固定資産評価基準に

従つて下記の計算式で求めま」.今回見直しを行つたのは

i(3)経年減点補正率」の取り扱いです.

日本造蒙屋経年滅点補正率基準表(平成30年度)

1専用住宅.共同住宅.寄宿含及び併用住宅周建物
※固定資産評価基準別表第9から抜粋

平成29年度～令和 2年度課税分の取 り扱い

さかのはつ〔見直し再計算を行つた結果.減●こなる対

望者は1.581人 (法人を合む,で税額は:t.201.100円 .靖額

|ま 3マ人■ .`%..1`円 となつでいます.

年度
減額 増額

対象者執(人 , 税額(円 ) 対象者数(人 , 税額(円 )

H′ , 5コ :| 23.61,.:10 」:: 1.230.001

H]0 5.57` |,1“ .600 :(5 |.S34.`:O

Rl ,5:2 |:.471.,00 0:[ |.50i.110

R2 :.110 |:.::0.]00 :4F 1.:“.400

合 :| 6.5:| 80.207.10, U]2 5.`76.100

今回の評価額計算方法の見直しに当たって.多くの皆さ

んに影響が及ぶことに'`り .ご迷惑をおかけしますことを

深くおわび申し上げます.

固定資産税の課税業務に当たっては.適切な事務の執行

に努めてまいります.皆さんには引き続き.税に対するご

理解とご協力をお騒い申し上げます.

令和3年 10月 22曰 1 16

(A'1■当たり再建築贅Ⅳ点数× B遊彗こ減点揃工事
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